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 21 世紀に入り、国際的な労働移動や移民の増加に伴う社会問題が地球規模で起こっている。その中の問題の一つが移住

と移動の繰り返しによる子どもの言語習得と教育のアーティキュレーションの問題である。 

外国にルーツを持つ児童はCLD 児（Culturally and Linguistically Diverse Children）と呼ばれている。現在日本の外国人集住

地区では、CLD児の多くが、日本の学校の特別支援学級に在籍していると言われている。一般的にCLD児は複数言語を習

得する過程で、モノリンガル児より発達が遅れがちである。この一時的リミテッド状況による発達の遅れと発達障害の鑑別

は非常に難しいと言われており（中島 2007）、そうした鑑別の難しさから、CLD児が特別支援学級に日本人児童生徒よりも

高い比率で在籍している可能性がある。 

そこで、本研究では、日系人集住地区でこのような特別支援学級に在籍する CLD 児の在籍状況調査を行い、日本人児童

よりも有意に多く在籍しているのかを検討した。そして発達障害の疑いのあるCLD 児の言語能力や認知能力は障害として

認定されるレベルなのか、一時的リミテッド状況なのかについて、二言語言語能力テスト、DLA (文部科学省 2014)、日系バ

イリンガルテスターによる知能検査（WISC-Ⅳ）を実施し、分析した。その結果、以下の３点が明らかになった。 

（１）日系人集住地区においては、CLD児の特別支援学級在

籍比率は日本人児童生徒の比率の約二倍で、有意に多く在籍

している（右表）。しかし自治体によってはCLD児と日本人

児童生徒との比率に差がない地域や、比率には差がないが、

全体で比率が高めな地域などが見られた。これらは自治体の

CLD 児の教育の受け入れ方針、生育環境など様々な要因が

関わっている。 

（２）CLD児へのDLAの実施により、発達障害の疑いのあ

るCLD児にはいくつかの特徴が確認された。DLAを行い、

そのやりとりの傾向を観察し、参照枠で評価することで、発

達障害の疑いがある児童の鑑別に役立つ視点を提供できる

可能性がある。 

（３）発達障害を疑われ、通級指導や特別支援学級に入って

いる CLD 児の中に、障害の疑いが低い一時的リミテッド状

況の児童生徒が半数程度含まれていた。誤判定の原因とし

て、知能検査の実施言語の問題、特に CLD 児は言語相補的

に能力が獲得されており、バイリンガルテスターによ

る”Translanguaging” (Garcia2009)なアセスメントでなければ正しく診断できない可能性を指摘した。また一時的リミテッド状

況の CLD 児は言語理解とワーキングメモリーの値が相対的に低く、下位項目の値がゆるやかな N 型を示す傾向にあった

（右図）。 

今後は CLD 児の特別支援学級在籍の背景調査を進める必要がある。そしてバイリンガルテスターによる Translanguaging

なアセスメントが、一言語で実施された場合と比べどの程度異なるかを、より多くのCLD 児に対し調査する必要がある。

本文中でも示したが、こうした大規模な調査により、N型が一時的なリミテッド状況に特有の型なのかも明らかになると予

想される。また、誤って発達障害と診断されている CLD 児もいるが、発達の遅れがある CLD 児が多くいるのも事実であ

る。こうした環境要因やその他の障害種要因を考慮した、さらなる調査も必要である。最も重要なことは、アセスメントに

よるCLD児の発達障害の鑑別精度の向上ではなく、アセスメントによって得られた結果をもとに適切な支援を行いながら、

ホリスティックに子どもを育成する教育プログラムを開発することである。CLD 児のための発達アセスメントの研究の発

展と教育プログラムの開発と普及は、日本に限らず、世界中のCLD 児を預かる教育現場における喫緊の課題である。国内

外での優れた実践を調査し、今後の研究につなげる予定である。 
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